
 

質問回答書 

 

発注機関名 長野県総務部財産活用課 公  告  日 令和７年２月10日 

発 注 件 名 合同庁舎等（佐久合同庁舎以下22施設）で使用する電気の調達 

質問・回答 質問（提出日：令和７年２月17日） 回答（回答日：令和７年２月19日） 

１ 施設№14「長野県立歴史博物館」

および№20「諏訪湖環境研究セン

ター」の現在の供給会社および計

量日を教えていただけますでしょ

うか。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 施設№14「長野県立歴史博物館」

の現在の契約電力を教えていただ

けますでしょうか。 

 

３ 契約開始前に仕様書記載の契約

電力を超過した場合、仕様書記載

の契約電力での申込が一般送配電

事業者に却下される可能性がござ

います。その場合は超過した契約

電力でのご契約となりますが、ご

了承いただけますでしょうか。 

 

４ 契約書の条文に記載が無い事項

を補完するため、当社の基本契約

要綱を添付した協議書を締結させ

ていただくことは可能でしょう

か。 

 

５ 現在の世界情勢を受けて燃料価

格高騰等による状況変化や国の制

度変更等による単価の見直しが行

われる場合、協議に応じていただ

けますでしょうか。 

 

 

６ 当該地域を管轄するみなし小売

電気事業者が実施している電気料

金軽減策については適用いたしま

１ 現在の供給会社、計量日は以下

のとおりです。 

 

№14「長野県立歴史博物館」 

現在の供給会社：㈱V-Power 

計量日：翌月の初日 

 

№20「諏訪湖環境研究センター」 

現在の供給会社：ダイヤモンドパ

ワー㈱ 

計量日：各月末日（24時00分） 

 

２ 契約電力は令和７年１月時点で

599kWです。 

 

 

３ 了承します。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 契約書に定めのない事項は、中

部電力ミライズ(株)様の最新の基

本契約要綱（高圧）の内容を適用

することとしています。 

 

 

５ 単価変更の協議に応じることは

可能ですが、双方の協議の上、合

意した場合に変更することとしま

す。 

※契約書(案）第７条及び第19条第２

項参照 

 

６ 了承します。 

 

 



せんがご了承いただけますでしょ

うか。 

 

７ ご請求について、弊社では供給

施設内にご入居されている企業様

に対して個別に請求書を発行する

事が出来ません。ご了承いただけ

ますでしょうか。 

 

 

 

 

 

８ 入札金額の算定方法に関わら

ず、実際の電気料金ご請求時には

基本料金、電力量料金（燃料費調

整額含む）は小数点第３位を四捨

五入し、再生可能エネルギー発電

促進賦課金および合計金額は円未

満切り捨てとさせていただき、契

約単価は税込みとなりますがよろ

しいでしょうか。 

 

９ 検針結果（最大需要電力、使用

量、30分値データ等）については、

弊社WEBサービスに登録いただく

ことで確認可能となりますが、お

客さまご自身でご確認いただけま

すでしょうか。（検針票および請

求書は書面により送付いたしま

す。） 

 

10 今回は紙入札により、郵送にて

入札書を提出したいと考えており

ます。入札書に記載する日付の指

定（開札日等）はありますでしょ

うか。 

 

11 入札保証金と契約保証金を免除

いただきたいのですが、免除申請

等に必要となる手続きや申請書類

はございますでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 供給施設ごとに請求書を発行し

ていただきますが、供給施設内に

入居している企業に対して個別の

請求書の発行ができないことは、

了承します。 

※10合同庁舎については、金額等を

合算したものに、合同庁舎ごとの

金額等の明細を添付した請求書と

します。 

 

８ 了承します。 

なお、契約書の単価を税込みと

することは可能ですが、その場合

の単価は、入札書に記載の単価に

110/100を乗じて得た金額となり

ます。 

 

 

 

 

９ 了承します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 開札日当日の日付（３月10日）

をご記入ください。 

 

 

 

 

11 入札保証金については、入札参

加に必要な要件を満たすことが確

認できれば長野県財務規則第127

条第１項第２号の規定により、免

除することができます。 

また、契約保証金については、

財務規則第143条の各号のいずれ

か（例：第３号 契約人が過去２

年間に国又は地方公共団体と種類

及び規模をほぼ同じくする契約を

２回以上にわたつて誠実に履行し

た実績を有する者であり、かつ、



 

 

 

 

 

 

 

 

12 契約書第3条(1)について、契約

電力が500kW以上の場合、契約電力

の決定方法は実量制でなく、協議

によって定めますがよろしいでし

ょうか。 

当該契約を確実に履行するものと

認められるとき。）に該当する場

合は免除することができます。仮

に第３号の規定により免除する場

合は、これを証明するための書類

（契約書等の写し）を契約締結前

に提出していただきます。 

 

12  了承します。 

 


